
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和元年度  事 業 報 告 書

平成31年4月 1日から令和2年 3月 31日まで

特定非営利活動法人サステナブル・プラットフォーム

【事業の成果】
。今年度は法人名を改称し、体制変更により、定款を見直した。これは旧名称が設立当初より学術。学際
的な色合いが残つており、当法人が今後、SDGsを柱に展望する上で、よリビジネスを意識したものに改
称したいとの要望に基づいたものである。
。当法人活動のメインでもある12月のエコプロ出展にはこの新しい法人名称で参加、行政、企業、教育
関、学生と幅広い来場者があり、認知が広がった。
・コミュニケーション施策としてはNPO内で毎月メルマガを発行。又、情報発信用のFacebookを配備

今後、より活発な情報発信が課題。
。産学については、従来連携を取つてきた武蔵野大学、大妻女子大学に加えて、実践女子大学と新たな連
にして活動に取り組めた。
。会員企業である中小企業が未だ着手率の低いSDGsについてそれぞれこの場で教育機関と力を合わせて

を深めていく当法人の目的に対し、新しいスタートになる年度であつたと総括する。

事 業 名 事 業 内 容 実  施
日 時

実  施
場  所

従事者

の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の
金額 (円 )

「持続可能な開発
目標」の実現に寄
与する学際的研究
事業

中小企業を主とした対象に

SDGsの推進支援
指標等の策定

令和元年
10月

江東区有

明
10名

企業2社
大学2校
(教職員 3、

学生12)

教育機関における
「持続可能な開発
目標」達成に向け
た支援事業

企業とのCSRメディア協働企
画制作によるアクティプラー
ニング支援 儲 演含む)

令和元年

6月、9月、

12月

港区、文

京区等
10名

企業2社
大学2校
(教職員、学

生500名 )

企業・団体 (自治
体含む)における
「持続可能な開発
目標」達成に向け
た支援事業

企業のCSRメディアを教育機
関と連携し、協働企画

令和元年
6月、9月

港区、文

京区等
10名

企業2社
大学2校
(教職員、学

生)

「持続可能な開発
目標」達成を促進
するコミュニケー

ション企画事業

SDGs啓発に向けた展示会ヘ

の出展

令和元年

12月
江東区有

明
15名

企業 2社
大学 2校
(教耐員、学

生)

「持続可能な開発
目標」達成推進に
貢献する啓発・ 教
育事業

SDGs進捗指標の作成・ 企業
への啓発支援

令和元

9月
港区、江

東区有明
10名

企業 1社
大学1校
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令和元年度  活動計算書

平成31年 4月 1日 から令和2年3月 31日まで

特定非営利活動法人サステナデル・フ・ラットフォ咄

科
日
【 金 額

125,000

125.000

0
0

32,120

23,000

55,120

0
000

0
0

9,000

6,073
0

544
0
0
0

6.617

55,120

27.872

125 000

70 737
54,263

54,263
114,037
168_300

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費

(1)人件費
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
事業費計

2 管理費
(1)人件費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計
税引前当期正味財産‐
法人税、住民税及び
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

増減額
事業税

I 経常収益
1 受取会費

正会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

′ 菫業収益
事業収益:駅

紺
益



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和元年度 貸借対照表

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人サステナフ
゛
ル・フ

°
ラットフォーム

(単位 :円 )

科
口
Ｈ 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

168,300

0

168,300

168 300

168,300



書式 16 28

令和元年度  計算書類の注記

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理 該当なし

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

特定非営利活動法人サステナフ
゛
ル・フ・ラットフォーム

1

科 目
学際的研究
発表事業

省エネ、省資
源調査事業

報告書企画
作成事業

組織格付、
認証事業

事業部門計 管理部門 合計

125,000 000

0

0

0

0

125,000 125,000
0

0

9,000
0

0

0

9,000 9,000

9,0009,000 9,000

6,073
544

0

23,000
0

0

0

32,120
6,073

544

23,000

32,120

23,000

32,120

6,617 61,73755,120 55,120
64,120 6,617 70,73755,120 9,000

54,263

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
消耗品
通信運搬
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:円 )



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７

・

Ｒ

）

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目
計算書類に

計上された

金額

内役員及び

近親者 との

取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

令和元年度 財産目録

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人サステナフ
｀`
ル・フ・ラットフォーム

(単位 :円 )

科
日

「 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

事業未収金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品
パソコン1台

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2固 定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

168,300

168,300

168,300

168,300

上記は財産目録に相違ありません。
特定非営利活動法人サステイナビリティ創造研究学会

監事 大瀬 雅史



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和元年度 年間役員名簿

平成31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人シオデル・フ・ラットフォも

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 ヤナイ  アキオ

矢内 秋生
H3」手4月 1日

～R2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 カメタ
゛

亀田

3l^,1

#+
H3」手4月 1日

～R2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 タキク
゛
チ チカラ

瀧口 力

H3」■4月 1日

～R2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 フタキ
゛

二木

レイコ

玲子

H3」手4月 1日

～毘年3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 オオセ

大瀬

マサシ

雅史

RF■6月 5日

～毘年3月 31日

年 月 日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人サステナブル・プラットフォーム

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 矢内 秋生

2 亀田 耕平

3 瀧口 力

4 二木 玲子

5 大瀬 雅史

6 伊関 直人

7 野原 秀樹

8 鈴木 浩

9 秋本タケシ

10 疋田 秀裕

11 佐藤  光

12 新井 雄登

13 波多野 楓

14 北川 七海

15 大山友里江

16 越森 友香

17 若林 愛佳


